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Japan NGO Earthquake Relief and Recovery Fund 
 

公益財団法人 日本国際交流センター 

理事長 山 本 正 

 

日本国際交流センターでは、この度の東日本大震災への対応の一環として、日本のNPO・

NGO による災害救援・復興活動を支援するため、米国をはじめとする海外からの募金プロ

グラムを開始いたしました。 

 

報道されております通り、今回の災害に際しては、海外からも官民双方の数多くの組織や個

人から日本に対する温かい励ましの声と支援の希望が寄せられています。当センターでは、

40年にわたり、日本と諸外国との相互理解や政策課題をめぐる知的対話などの国際交流事業

を実施してまいりましたが、この度の災害に際し、海外からの支援を適切な形で受け入れ、

確実に日本のシビル・ソサエティの基盤強化に役立つ資金として仲介する機能が必要と判断

し、本募金プログラムを開始いたしました。 

 

具体的には、米国における寄付免税資格を持つ当センター米国法人にて、3 月14 日付けで

基金 “Japan NGO Earthquake Relief and Recovery Fund” を設置し、募金を開始いたしました。

寄せられた寄付金の半分は、初期の緊急支援・救援活動に、残りは中長期的な復興のための

活動に充てる予定です。 

 

前者の救援活動に関しては、市民社会を支える資金基盤づくりに専門性を持ちオンライン寄

付サイト「Give One」を運営する（特活）パブリックリソースセンター（代表理事 久住 

剛）をパートナーとし、当センター米国法人より、GiveOne 上で募集中の「東北関東大震災 

寄付パッケージ」に登録されている団体に対する一括募金への寄付といたします。後者の中

長期的な復興の活動に関しましては、国内の関係団体と協議を開始したところであり、追っ

てご報告を申し上げます。 

 

被災された皆様に心からのお見舞いを申し上げるとともに、この基金が、未曾有の危機から

の回復にまちがいなく重要な役割を果すであろう日本のシビル・ソサエティの基盤強化の一

助となることを心より願っております。 

 



 

 

 

記 

 

基金名称： Japan NGO Earthquake Relief and Recovery Fund (英文名) 

  東日本大震災 NGO支援国際基金(和文名) 

英文サイト：http://www.jcie.org/earthquake 

和文サイト：http://www.jcie.or.jp/japan/disaster/earthquakefund/ 

 

募金主体：  米国法人 日本国際交流センター 

274 Madison Ave. Suite 1102, New York, NY 10016 USA 

Tel: +1 (212) 679-4130  www.jcie.org/ 

（公益財団法人日本国際交流センターの米国法人。501 (c) 3の資格を有してお

り、米国における寄付金は免税の対象となります） 

 

お寄せいただいた寄付金の使途： 

1. 緊急支援 （総額の50％） 

（特活）パブリックリソースセンターが運営するオンライン寄付サイト

「GiveOne」上で募集されている「東日本大震災 寄付パッケージ」への一括

寄付 

 

寄付パッケージの対象となる団体 

• ＡＭＤＡ（アムダ） 

• ジャパンプラットフォーム（JPF） 

• ジェン（JEN） 

• 難民を助ける会 

• ピースウィンズ・ジャパン 

• 日本国際民間協力会（NICCO） 

 

2. 中長期の復興支援 （総額の50％） 

具体的な寄付先は現在検討中 

（決定次第、ウェブサイト上でご報告いたします） 

（3月 30日支援先団体修正） 

（4月 4日基金名称修正） 

（6月 6日寄付パッケージ名修正） 


